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（ ）

Ⅰ　基本事項

Ⅱ　点検項目

事業費 事業期間6,139百万円 平成29年度～令和8年度

既投資事業費 2,449百万円 事業進捗率(%) 40%

地区の特徴
　九州北西部の対馬と壱岐島の間の対馬海峡に位置する水深約110mの海域
で、まあじ等を漁獲するまき網漁業等の良好な漁場であるとともに、まあ
じ・まさば・まいわし（対馬暖流系群）の産卵場となっている海域である。

２．事業概要

事業目的

　対馬暖流系群のまあじ・まさば・まいわしの漁獲量が減少していることか
ら、対馬海峡において、栄養塩の豊富な底層水を光の届く表層に供給し、海
域のプランクトンを増大させる効果や、魚の生息の場としての構造を有する
マウンド礁を造成する。
　併せて周辺水域における保護措置を講じることにより、まあじ・まさば・
まいわし資源の増大、国民への水産物の安定供給の確保等を図る。

主要工事計画 増殖場（マウンド礁）

まき網 主な魚種 まあじ・まさば・まいわし

漁業経営体数 － 経営体 組合員数 － 人

事後評価書（期中の評価）

都道府県名 長崎県

事業名 特定漁港漁場整備事業 フロンティア漁場整備事業

期中評価実施の理由 ④関係市町村 －

気象・海象状況を踏まえた海上工事条件の変更
資材、機材、労務等単価の上昇

地区名 対馬
ツシマ

海峡
カイキョウ 事業主体 水産庁

陸揚金額 － 百万円

１．地区概要

漁港名（種別）

登録漁船隻数 － 隻 利用漁船隻数 － 隻

－ 漁場名 対馬海峡

陸揚量 － トン

主な漁業種類

１．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

直前の評価 今回の評価

その他費用対効果分析に係る要因の変化

事業完了年度の変更（令和3年度→令和8年度）、漁獲可能資源の維持・培養効果等の便益算
定に用いる魚種組成の更新（H22～H26平均→H29～R1平均：単価の高いマアジの割合が減少
し単価の安いサバ類の割合が増加等）による便益額の減少

※別紙「費用対効果分析集計表」の
とおり

3,674,475 5,364,784

2.86 1.29

総費用の変更の理由

費用便益比(B/C)

総費用（千円）

便益算定項目について変更がある場合はその項目と変更の理由

変更なし

総便益（千円） 10,502,384 6,910,910
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Ⅲ　総合評価

漁業形態、流通形態について当初想定との相違と将来見通し

　まあじ・まさば・まいわしは、全国の海面漁業生産量の約３３％（平成30年）を占める重要
な魚種である。このうち、対馬暖流系群のまあじ・まさば・まいわしの生産量は約２９％（平
成30年）を占める重要な水産資源となっている。しかしながら、対馬暖流系群のこれら魚種の
生産量は1990年代以降減少傾向にあり、資源の確実な回復と、それによる国民への水産物の安
定供給の確保が求められる。
　このような課題の中、本事業は、対馬海峡においてマウンド礁を整備し、これら資源の回復
促進と、国民への水産物の安定供給の確保を効果的に図るものとなっている。
　また、今回の期中の評価において、費用便益比も１を上回っている。
　このため、本事業の必要性及び有効性、効率性等は高いと認められ、事業の継続は妥当であ
ると判断される。

６．事業コスト縮減等の可能性

①新技術、新工法、新材料等の導入によるコスト縮減の可能性：特になし。
②計画手法及び設計方法の見直しによるコスト縮減の可能性：特になし。
③事業工程の見直しによる事業の効率化に伴う事業コストの縮減：特になし。
④関連する他の事業との連携によるコスト縮減の可能性：特になし。

７．代替案の実現可能性

　特になし。

５．地元（受益者、地方公共団体等）の意向

３．事業の進捗状況

　現在の進捗率は40%であり、令和8年度完了に向けて推進する。

　まき網の漁業形態に変化はなく、出荷形態も各産地に陸揚げされ、その後、生鮮と加
工等に仕向けられ、地元消費と消費地消費が行われる形態に変化はない。

該当なし。

４．関連事業の進捗状況

　まあじ・まさば・まいわしを対象としたまき網漁業等の安定的操業を実現させるため、関
係県、関係漁業者からの整備への要望は高く、事業費負担、工期延長について了解済み。

漁港施設等の利用状況について当初想定との相違と将来見通し

　特に変化はない。

（２）その他社会情勢の変化

　特になし。

２．漁業情勢、社会経済情勢の変化

（１）漁業情勢及び漁港施設、漁場施設等の利用状況と将来見通し

計画策定後の漁業集落に関わる社会経済状況、自然状況の当初想定との相違と将来見通し

　まき網等の沖合漁業者のマウンド礁周辺水域の利用状況について調査を行い、計画時
と見通しの変化はない。



【整理番号１】

１　基本情報

２　評価項目

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

計（総便益額）　　　　　　Ｂ 千円

総費用額（現在価値化）　　Ｃ 千円

費用便益比　　　　　　　　Ｂ／Ｃ

３　事業効果のうち貨幣化が困難な効果

6,910,910

⑭その他

0

0

1.29

5,364,784

0

⑬漁港利用者の利便性向上効果

・水産資源の維持増大に伴う漁業経営の安定化
・新規参入意欲の向上と乗組員等の担い手の確保
・水産関連資材を扱う関連産業への経済波及効果
・水産資源を核とした交流人口の増加に伴う新たな産業の創出
・漁業労働時間の削減効果

330,902

0

4,433,585

0

0

便
益
の
評
価
項
目
及
び
便
益
額

①水産物生産コストの削減効果

②漁獲機会の増大効果

③漁獲可能資源の維持・培養効果

2,146,423

漁業就労環境の向上 ⑤漁業就労環境の労働環境改善効果

生活環境の向上

地域産業の活性化

自然保全・文化の継承

評価項目

水産物の生産性向上

便益額（現在価値化)

0

⑩自然環境保全・修復効果

⑦漁業外産業への効果

⑧生命・財産保全・防御効果

⑨避難・救助・災害対策効果
非常時・緊急時の対処

⑥生活環境の改善効果

④漁獲物付加価値化の効果 0

費用対効果分析集計表

都道府県名

事業名

地区名
ツシマカイキョウ

対馬海峡
長崎県

特定漁港漁場整備事業
（フロンティア漁場整備事業）

30年施設の耐用年数

その他
0

⑪景観改善効果

0

0

⑫地域文化保全・継承効果



整備位置

事業主体 ： 水産庁
事業規模 ： マウンド礁１基

（高さ 約２１ｍ、延長 約１６６ｍ）
（設置水深 約１０７ｍ）

事 業 費 ： ４，２００百万円 → ６，１３９百万円
事業期間 ： 平成２９年度～令和３年度

→ 平成２９年度～令和８年度

【 整備位置図 】

特定漁港漁場整備事業（フロンティア漁場整備事業）対馬海峡地区 事業概要図【 整理番号１】

【 マウンド礁のイメージ 】

【マウンド礁の断面図（イメージ）】

高さ
約２１ｍ

コンクリートブロック

石材

延長 約１６６ｍ

石材

ブロック

【マウンド礁の平面図（イメージ）】
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１．事業概要

（１） ：

（２） ：

（３） ：

（４） ：

２．総費用便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括

（千円）

（千円）

（２）総費用の総括

総費用（消費税込み）

内、消費税額

（３）年間標準便益

漁業外産業への効果

対馬海峡地区 フロンティア漁場整備事業の効用に関する説明資料

計

漁獲可能資源の維持・培養効果 324,377

505,627

水産物生産コストの削減効果

マウンド礁による増殖効果、保護水域設定による資源
保護効果、マウンド礁整備による生産量増加効果

計

　　　　　　　　　区分
効果項目

年間標準便益額
（千円）

総費用（消費税抜き）

現在価値化後の総費用

0

5,364,784

整備規模 事業費（千円）

6,139,338

施設名

5,595,134

維持管理費等

効果の要因

主 要 工 事 計 画

事 業 費

工 期

事 業 目 的

①

　対馬暖流系群のまあじ・まさば・まいわしの漁獲量が減少していることか
ら、対馬海峡において、栄養塩の豊富な底層水を光の届く表層に供給し、海域
のプランクトンを増大させる効果や、魚の生息場としての構造を有するマウン
ド礁を造成する。
　併せて周辺水域における保護措置を講じることにより、まあじ・まさば・ま
いわし資源の増大、国民への水産物の安定供給の確保等を図る。

総費用（現在価値化）

６,１３９百万円

マウンド礁１基

数値

平成２９年度～令和８年度

②総便益額（現在価値化） 6,910,910

区分

24,210 漁場探索時間短縮による漁業経費削減効果

算定式

1.29

１基

総費用総便益比

5,364,784

157,040 水産加工業及び流通業に対する生産量の増加効果

マウンド礁 6,139,338

②÷①

6,139,338

544,204
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（４）総便益算出表

①×④

-3 H29 1.032 97,954 90,698 105,301

-2 H30 1.000 728,725 674,746 730,075

-1 R1 1.000 1,072,255 974,777 1,013,768

0 R2 1.000 550,404 500,367 500,367

1 R3 1.000 950,000 863,636 830,818

2 R4 1.000 940,000 854,545 790,455

3 R5 1.000 700,000 636,364 565,727

4 R6 1.000 500,000 454,545 388,636

5 R7 1.000 300,000 272,727 224,182

6 R8 1.000 300,000 272,727 215,455

7 R9 1.000 24,210 324,377 157,040 505,627 384,277

8 R10 1.000 24,210 324,377 157,040 505,627 369,613

9 R11 1.000 24,210 324,377 157,040 505,627 355,456

10 R12 1.000 24,210 324,377 157,040 505,627 341,804

11 R13 1.000 24,210 324,377 157,040 505,627 328,658

12 R14 1.000 24,210 324,377 157,040 505,627 316,017

31 R33 1.000 24,210 324,377 157,040 505,627 149,666

32 R34 1.000 24,210 324,377 157,040 505,627 144,104

33 R35 1.000 24,210 324,377 157,040 505,627 138,542

34 R36 1.000 24,210 324,377 157,040 505,627 133,486

35 R37 1.000 24,210 324,377 157,040 505,627 127,924

36 R38 1.000 24,210 324,377 157,040 505,627 123,373

計 6,139,338 5,595,134 5,364,784 計 6,910,910

※端数処理のため各項目の和は必ずしも合計とはならない。

３．効果額の算定方法（端数処理から、記載の年間便益額と計算結果は必ずしも一致しない）

（１）水産物生産コストの削減効果

1.000

大中型
まき網

43.5

0.962

0.855

0.889

評
価
期
間

年
度

デフ
レー
タ

①

1.125

大中型まき網1船団あたり年間燃油消費量（広域漁場整
備開発調査.H17.水産庁）4,000kL/年、中小型まき網
704kL/年（R2聞き取り調査結果）を各まき網の年間平
均出漁日数（大中型92日,中小型168日；各々同資料）
で除す。

中小型
まき網

0.822

0.760

0.264

0.274

0.285

0.296

中小型
まき網

中小型
まき網

上記「②」に、探索に要す消費燃油率0.21（R2聞き取
り調査結果）やマウンド礁を利用した場合の探索燃油
経費削減率0.23（R2聞き取り調査結果）、及び燃油単
価67円（九州地方A重油.H27～R1.資源エネルギー庁)を
乗じて算定。

1回あたりの燃油消費量
（kL/回）

②

0.790

0.703

0.676

0.731

大中型
まき網

140.770

①

大中型
まき網

45.8
対象海域（対馬海峡）で操業する大中型まき網25船団
（漁獲成績報告書.H29～R1.水産庁）、中小型まき網10
船団（R2聞き取り調査結果）が、マウンド礁近傍で操
業を行った回数を算定。

区分

1.040

0.925

0.625

0.650

漁獲可能
資源の維
持・培養

漁業外産
業

水産物生
産コスト
の削減①×②×③③

割引率

②

1.082

計

④

便益(千円) 割引後効
果額合計
（千円）

備考

 新たに漁場を整備することにより漁場の探索時間が短縮され、それに伴い航行経費（燃油経費）が削減さ
れる便益を計上

マウンド礁（漁場）周辺利
用回数　（回/年）

1,310

①×③

0.244

4.19

年間便益額　（千円/年）

マウンド礁

1回あたりの燃油経費削減
金額（千円/回）

13.559

0.253

費用(千円)

事業費
（維持管理
費含む）

事業費
(税抜）

現在価値
（維持管理
費含む）

③

24,210
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（２）漁獲可能資源の維持・培養効果

1) マウンド礁による増殖効果

備考

2) 保護水域設定による資源保護効果

備考

108
101

200.8

149,179

マウンド礁

96.6

219.4

11.4

28.4

108
216

335

区分

年間便益額　（千円/年）

①×②

産地市場価格　(千円/t)

当該マウンド礁造成地の現地観測結果（流
況・水質）を基に数値解析モデルを用いて
試算された植物プランクトン増加量（ﾌﾛﾝﾃｨ
ｱ漁場整備実施検討業務報告書.水産
庁.H29）を用いて、食性毎の魚種組成（漁
獲成績報告書.水産庁.H29～R1等）に基づき
食物連鎖による魚類の増殖量を算定。

産地市場（長崎・佐世保・松浦・唐津）の5
年平均価格（水産物流通調査.H27～R1）よ
り。

②

まあじ

対象海域における大中型・中小型まき網の
操業データ（漁獲成績報告書.水産庁.H29～
R1,及び聞き取り調査結果）や、人工魚礁に
おける1船団当たりのまき網漁業の単位漁獲
量（人工魚礁におけるまき網の利用実態の
把握.旧漁港漁場漁村技術研究所.H20）、対
馬暖流系群の資源評価結果（水産庁.H27～
H30）の漁獲率に基づき算定した蝟集資源量
に、保護水域に蝟集・滞留する期間（人工魚
礁におけるアジ類の蝟集および増殖に関する現地
調査業務.漁港漁場漁村技術研究所.H21）や魚食
性魚類への配分を乗じて算定。

産地市場価格　(千円/t) ②

まあじ
さば類

産地市場（長崎・佐世保・松浦・唐津）の5
年平均価格（水産物流通調査.H27～R1）よ
り。

年間便益額　（千円/年）

マウンド礁

335

101

区分

85.3

資源保護量　（t/年） ①

まあじ

1,011.0

まあじ
さば類

①
1.9

619.5

55,544

まいわし

その他あじ類

まいわし

計

その他いわし類

その他（ﾒﾊﾞﾙ類）

その他（ﾌﾞﾘ）

①×②

　マウンド礁に保護水域を設定することで、そこに蝟集魚が滞留する期間保護される。そこで、マウン
ド礁に蝟集した魚類が、滞留期間中に保護される効果を計上

計

さば類

その他（ﾌﾞﾘ）

まいわし

0.4

その他あじ類

その他あじ類

　栄養塩の供給により増加したプランクトン量をもとに、食物連鎖により魚類が増殖する便益を計上

まいわし

資源増加量　（t/年）

その他（ｷﾀﾞｲ）

さば類

その他いわし類

その他（ﾒﾊﾞﾙ類）

154
59
863

その他あじ類

8.4

41.0

386.7

216

13.3

0.9

1.1

154
59
863

その他（ﾌﾞﾘ）
その他（ｷﾀﾞｲ）

その他（ｷﾀﾞｲ）

その他（ﾌﾞﾘ）
その他（ｷﾀﾞｲ）

その他いわし類

その他（ﾒﾊﾞﾙ類）

その他いわし類

その他（ﾒﾊﾞﾙ類）

63.3

227

6.0

227



【整理番号１】

3) マウンド礁整備による生産量増加効果

備考

 
（３）漁業外産業への効果

1) 水産加工業に対する生産量の増加効果

備考

167.7

①×②×（１－まき網船団所得率0.46（広
域漁場整備開発調査.水産庁.H17））

140,464

119,654

394.3 上記「3.（2）3)」で求めた魚種別の生産増
加量より。

1,886

②×③－④

①×②－③

②×③×加工経費率0.75（マウンド礁造成
事業に係る技術資料.(社)マリノフォーラム
21.H13）を乗じて算定

マウンド礁

394.3
1,214.6
22.5
167.7

107,426

108

区分

335

1,214.6
22.5

322,280

年間便益額　（千円/年）

663

経費　(千円/年)
④

年間便益額　　（千円/年）

加工品単価   （千円/t） ③
その他食品加工

ねり製品

計

加工生産増加量　（t/年）

556.50

58.6

産地市場（長崎・佐世保・松浦・唐津）の5
年平均価格（水産物流通調査.H27～R1）よ
り。

785

産地市場価格　(千円/t)

生産量の増加に伴って水産加工業の生産量も増加する。その便益を計上

生産増加量　（t/年）

②

② その他食品加工

その他あじ類

上記①に、産地市場（長崎･松浦･唐津）の
魚種別の用途別出荷量（5年平均;水産物流
通調査.H27～R1）から求めた水産加工用仕
向け率を乗じて算定。
・まあじ：ねり製品8％,他食品加工34％
・さば類：ねり製品1％,他食品加工24％
・まいわし：ねり製品7％,他食品加工7％
・その他あじ類：ねり製品8％,他食品加工34％(まあじで代替)
・その他いわし類：ねり製品0％,他食品加工10％
・上記以外の魚類：ねり製品0％,他食品加工25％

東京都中央卸売市場及び大阪府中央卸売市
場の統計情報（H27～R1）による5年平均価
格。

497.9

計

54.6
3.8

24.4

マウンド礁

　マウンド礁が整備されたことで魚類が蝟集し、生産量が増加する。その便益を計上

さば類

①

まあじ

まいわし
その他あじ類

まあじ
さば類

計

上記「3.（2）2)」と同様の方法で求めた蝟
集資源量から、前述の保護資源量を除いた
量に漁獲率（対馬暖流系群の資源評価.水産
庁.H27～H30）を乗じて算定。

区分

その他いわし類

その他（ﾒﾊﾞﾙ類）

その他（ﾌﾞﾘ）

その他あじ類
その他いわし類

まあじ
さば類
まいわし

54.6
3.8
4.4

154
59

227

1,886.3
216

101

その他いわし類

その他（ﾒﾊﾞﾙ類）

ねり製品

その他（ｷﾀﾞｲ）

その他（ｷﾀﾞｲ）

その他（ﾌﾞﾘ）
その他（ｷﾀﾞｲ）

その他（ﾌﾞﾘ）

まいわし

経費　(千円/年)
③

生産増加量　（t/年） ①

24.4

863

4.4

その他（ﾒﾊﾞﾙ類）



【整理番号１】

2) 流通業に対する生産量の増加効果

備考

175

394.3

上記①に、産地市場（長崎･松浦･唐津）の
魚種別の用途別出荷量（5年平均;水産物流
通調査.H27～R1）から求めた生鮮食用仕向
け率を乗じて算定。
・まあじ：38％
・さば類：20％
・まいわし：25％
・その他あじ類：38％（まあじで代替）
・その他いわし類：0％
・上記以外の魚類：75％

149.8

242.9

5.6

63.7

486.5

0.0

2.9

生産増加量　（t/年） ①

計

上記「3.（2）3)」で求めた魚種別の生産増
加量より。

167.7

54.6

生産量の増加に伴って、出荷過程における流通量（生鮮品）が増加する。その便益を計上

まいわし

18.3

経費　(千円/年)
④

区分

まいわし

②×③×（１－九州地方卸売業・小売業の
売上総利益を売上高で除した比率0.34(個人
企業経済調査報告.総務省統計局.H27～
R1））

3.3

流通過程における付加価値
額
（千円/t）

まあじ

③

さば類

東京都中央卸売市場及び大阪府中央卸売市
場の統計情報（H27～R1）による消費地価格
（5年平均）から産地市場価格（5年平
均;H27～R1.水産物流通調査）を引いた価格

その他いわし類

その他（ﾒﾊﾞﾙ類）

353

鮮魚出荷増加量
（t/年）

さば類

まあじ

②

まあじ

計

1,214.6

その他（ﾒﾊﾞﾙ類）

221

マウンド礁

49,614

96,309

22.5

年間便益額　　（千円/年）

②×③－④

1,886.3

283

その他あじ類

まいわし

その他あじ類

その他（ﾌﾞﾘ）

その他（ｷﾀﾞｲ）

その他あじ類

さば類

その他いわし類

その他（ﾒﾊﾞﾙ類）

309

3.8

24.4

158

204

320

その他いわし類

4.4その他（ﾌﾞﾘ）

その他（ｷﾀﾞｲ）

その他（ﾌﾞﾘ）

その他（ｷﾀﾞｲ）




